
 

 

 

 

日本とベ

がより一層発

国1かつ、最

ナムが一方

な背景の中

的な進出を

ており2、タイ

表 1 ベトナ

（1988 年か

上

位 
投

1 日本 

2 シンガ

3 台湾 

4 韓国 

5 British

6 香港 

7 アメリ

8 マレー

9 タイ 

10 オラン

ＦＤＩ全

出所：ベ

 

また、尖閣

本の投資動

するため、日

は、進出する

い。 

 

１． 進出前

                   
1 2012 年ベトナ

ＡＳＥＡＮ、中
2 帝国データバン

トナムは 197

発展し、経済

最大の ODA 

方的に日本か

中、近年日本企

実現している

イに続き、東南

ナムにおける直

ら 2013 年８月

投資家  件

2

ガポール 

2

3

hVirginIslands  

カ 

ーシア 

ンダ 

全体 15

トナム総統計

閣諸島問題に

動向はさらにベ

日本側も、ベ

るプロセスに

前の段階 

                   
ナム総統計局のデー

国、韓国の続きベ

ンク「特別企業：

AP
ベトナ

73 年 9 月 21

済分野におい

提供国及び

ら支援を受け

企業は魅力的

る。その結果、

南アジアの第

直接投資（Ｆ

月までの累計

件数  登録金

2029 33

1180 28

2259 27

3392 25

510 15

740 12

661 10

441 10

315 6

190 5

5,198 220,

計局、投資計画

に端を発する

ベトナムにシ

トナム側も投

に従って、ベト

                
ータによると、日

ベトナムの第 4 輸

ベトナム進出企

PIR
ムへの進

日に外交関

いても様々な業

び最大の直接

けることのみに

的な投資先と

、2012 年 1 月

第 2 位の数とな

ＤＩ）ＴＯＰ10

計）単位：百万

金額  資本金

,058.92 10

,669.87 7

,452.88 11

,731.39 8

,299.04 5

,522.16 3

,585.69 2

,210.19 3

,389.72 2

,935.16 2

,664.78 76

画省（海外投資

る日中関係の

フトしていくで

投資の促進に

トナムへの進

本はＥＵ，米国，

輸入先国（輸入金額

業の実態調査」

 Co
進出ブー

関係を樹立し、

業績を見せて

接投資パートナ

にとどまらず、

としてのベトナ

月 31 日時点

なっている。

 
 

万ドル

金 

0,797.81

7,439.19

1,197.35

8,811.56

5,227.40

3,985.94

2,534.57

3,593.24

2,770.29

2,544.27

6,601.14

資局）

の悪化、インド

であろう。この

ついて互いに

出の障害とな

ＡＳＥＡＮの続き

額 116 億 279 万 7

1

1

2

2

3

3

omm
ーム：課

、40 年が経過

てきた。現在

ナーである。

、協力関係を

ナムに投資チ

点で、全国ベ

図 1 日本の対

ドにおける国

のような現在の

に積極的に協

なる課題を取

き、ベトナムの第

7 千米ドル） 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

men
課題と提案

過した。この 4

、日本はベト

その上、近年

を築く段階まで

チャンスをみつ

ースでは 1,5

対ベトナム O

（単位：億

出所：外務

国民性の違い

の絶好の協力

協力するべき

取り上げて、改

4 輸出先国（輸出

ntary
案 

40 年間両国

トナムの大事

年両国の経済

で進歩してき

つけ、各工業

542 の日系企

ODA 供与規模

億円） 

務省（日本）

い、タイの政情

力チャンスを

きである。本コ

改善方法の提

出金額 130 億 5981

y N

1

2013.10.8

国の友好関係

事な貿易相手

済関係はベト

きた。そのよう

業団地に飛躍

企業が進出し

模・実績 

ホームページ

情不安から日

を最大限利用

コメンタリ―で

提案を述べた

万 613 米ドル）;

技術

協力 

無償

資金

協力 

円借

款 

No.19 

1 

 

係

手

ト

躍

し

ジ

で

た

 



 

 

投資家が

資を行うため

1.1 情報の

最近、両

ング、講演会

が、日本の投

いない。例え

理主体がど

の新工業団

をした場合、

いても様々な

（提案）最

互いに投資

きたいことを

よって担当者

連のホームペ

1.2 現地自

ベトナムは

家がベトナム

英語で表示

スタッフはほ

ュニケーショ

（提案）視

るとさらに情

 

2．ベトナ

2.1 労働力

進出段階

ある。特に、

人材派遣・移

さらに、労

市周辺でな

環境がよくな

（提案）こ

報を収集す

ボーナスアッ

であろう。 

2.2 内部調

最終財を

業の部品や

トナムの未成

                   
3 在アジア・オ

が直接投資に

めのサポートサ

の欠如 

国による首脳

会などが頻繁

投資家が本当

えば、投資環

どこか、地域へ

団地に投資す

、現地の投資

な壁にぶつか

最初のステップ

資と計画のマッ

をベトナムの投

者を決め、情

ページのよく

自治体の投資

は有望な投資

ム側から取得

示されないから

ほとんど日本語

ョンの問題は

視察、調査の段

情報収集活動

ムへの投資

力不足 

階においても様

大都市の周

移住に関する

労働力の確保

ないところはも

ないという理由

これらの問題は

すれば問題を

ップ、家族的

調達率が低い

を大事にする

や原材料の現

成熟な部品産

                   
オセアニア日系企業

に際して直面し

サービスが得

脳会談、大臣

繁に行われて

当に取得した

環境を視察す

への投資を管

すれば、いつか

資管理者から

かることが予想

プとして、投資

ッチングを高

投資管理者に

情報を提供す

くある質問の質

資支援サポー

資先だと評価

得できる情報

らである。また

語ができない

は非常に大変

段階にて、投

動が容易となる

資促進の実際

様々な課題が

周辺に投資す

るコストは非常

保も課題となる

もっと高くなる

由がよく挙げ

は、日本に留

を解決する糸

的な雰囲気の

い 

ベトナムの産

現地調達率は

産業は外資系

                
業活動実態調査(2

している最大

得られないこと

臣会談をはじめ

ている。それら

たい情報、特

するため、地域

管理する主体

から工場を運

ら評価されるの

想される。 

資誘致セミナ

高めることがで

に出す。また、

することで効果

質疑応答を掲

ート 

価される。しか

は多くない。

た、言語サポ

いことも理由で

であろう。 

投資家は、投

るであろう。

際 

が存在する。

する際、現地に

常に高くなる。

る。ベトナムの

。離職理由の

られる。 

留学、研修し

口が得られる

のある職場の醸

産業は部品産

は 2012 年では

系企業の生産

2012年度ジェトロ

大の課題は必

とである。 

め、各経済機

らの活動は情

特に投資の実

域の政府関係

体はどこか情報

運営できるのか

のかわからな

ナーにおいて

できるであろう

、ベトナム側

果がさらにあげ

掲載すると、投

かしながら、投

もう一つの理

ポータ制度が

である。このよ

投資促進支援

日本語がで

に日本語が話

。人材の採用

の平均離職率

の最たるもの

たことがある

るであろう。ま

醸成など働き

産業を近年重

は 27.9%と東南

産費用を高く

ロによる調査) 

必要な情報が

機構によるシン

情報提供、意見

現可能性に

係者とどのよう

報を得ること

か、ベトナム政

ない。このよう

情報提供の

う。日本の投資

は質問を事前

げられるであ

投資家にとっ

投資に先だって

理由は投資誘

整っている大

ように、投資家

援協会、コンサ

できる人材が不

話せる人材は

用における問

率は 1 か月 5

は職場が遠

現地の人を通

また、単身赴任

きやすい環境

重視してきた

南アジアの調

くする要因とな

取得できない

ンポジウム、セ

見交換のチャ

関する情報は

うに相談したら

ができない。

政府の支援を

に、情報収集

目的を超えて

資家は、事前

前に受け取り

ろう。また、出

って有意な情

て行われる現

誘致の公式ホ

大都市以外、

家が視察、相

サルティング会

不足している

は少ないため、

題は認識して

5%で、1 年間

いこと、賃金

通じて情報を

任の労働者

境を提供する

。しかし、ベト

達平均率（4

なっている。従

いことと、現地

セミナー、ビジ

ャンスだと期待

はまだ十分に

らいいか、工

また、インフ

を得られない

集、投資の視

て、意見交換

前に関連資料

り、回答を整理

出された質問

報源になるで

現地視察にお

ホームページ

投資誘致先

相談を行うにあ

会社を通じた

るのはその一

、大都市圏か

ておく必要が

間で約 60%であ

金上昇率が低

を集めて、事

のために、住

ることも勤続の

トナムにおけ

40.6%）よりかな

従って、コス

2

地において投

ジネスマッチ

待されている

に提供されて

工業団地の管

フラが未完備

い分野の投資

視察段階にお

換を行うことで

料を調べ、聞

理し、内容に

問をまとめ、関

であろう。 

おいては投資

ジが日本語と

先に対応する

あたって、コミ

た支援を受け

一つの課題で

から地域への

がある。 

あるが、大都

いこと、労働

事前に現地情

住宅の提供、

の励みになる

ける外資系企

なり低い3。ベ

ストダウンする

 

2 

投

チ

る

て

管

備

資

お

で

聞

に

関

資

と

る

ミ

け

で

の

都

働

情

る

企

ベ

る



 

 

ため、タイな

であり、現地

（提案）ベ

品産業が本

を設けること

程度で共同

2.3 企業活

ベトナム人

致しない場面

る、人間味に

報告の習慣

もたらしてい

（提案）考

解し、その上

国の国民は

 

総合的に

係上の課題

る、インド、ア

力的な投資

また、現在に

まだ魅力的

ートナーシッ

で重要なキ

 

・本レポートは

・本レポートは

せん。また、

 

 

                   
4 一回目：1986

 

などに投資す

地の投資管理

ベトナムが部品

本格的に成長

と小規模投資

同で投資する

活動における

人と日本人は

面もある。ベ

にかけるなど

慣がない、チー

いる。 

考え方が違う

上で、最も適

はお互いに尊

にみれば、ベト

題が少なく、タ

アフリカより文

資先の一つで

においても、進

な投資先であ

ップへと進化

ーポイントだ

＜カオ 

は、執筆者の見

は信頼できると

記載された内容

                   
年（ドイモイ政策

する企業が多い

理者から大手

品産業を発展

長するまでは長

資のインセンテ

と、行政手続

る日本ウェイ

は似通った人

ベトナム人から

どと感じるとい

ームワークが

という課題を

切なやり方を

尊敬しあう気持

トナムは日本

タイ、インドネシ

文化的に親近

ある。そのた

進出への課題

ある。今こそ、

化する時期に

といっても過

ティ キャ

見解に基づき作成

と思われる各種デ

容は、今後予告

                
策）～1997 年まで

い。また、裾

企業ほど歓迎

展させるため

長期間の投資

ティブとなるで

続きも簡単にな

イとベトナ

人々だといわれ

らみると、日本

われる。それ

が苦手などと指

を解決すること

を考えるとよい

持ちをもつこと

本企業の投資

シアより賃金

近感があるとい

ため、現在まで

題が多く存在

、両国の友好

入ったといえ

過言ではないで

ャン グェッ

成されたもので

データに基づい

告なしに変更され

で（アジア通貨危

野分野に投

迎されないと

、両国は様々

資が必要であ

であろう。また

なり、直接投

ムウェイ

れることがあ

本人の考え方

れに対して、日

指摘されるこ

とは容易では

いであろう。こ

とができるであ

資先としてアジ

金水準が低い

いう利点が挙

で日本の投資

在するにもか

好関係は経済

える。両国の友

であろう。 

ット、ＡＰＩ

であり、当研究所

いて作成されてい

れることがあり

危機）、2 回目：2

資するのはほ

いうことも企業

々な対策に取

ある。部品産

た、裾野分野に

資が実施しや

る。しかし、共

方は融通がき

日本人からみ

とが多い。こ

はない。投資

このようなこと

あろう。 

ジアその他の

、カンボジア

挙げられる。ベ

資家による投資

かかわらず、ベ

済的なパート

友好関係はベ

ＩＲ インタ

cont

所の見解を示す

いますが、その

ます。 

2005 年（対中投資

ほとんど投資

業の投資意欲

取り組んでい

産業に投資す

に投資する際

やすくなると思

共同作業を行

かない、日本

みると、ベトナ

のような違い

活動を行う時

を超えて、共

の諸国と比べ、

アやラオスより

ベトナムは日

資ブームは

ベトナムは日本

ナーシップか

ベトナム進出

ターン／神戸

act@apir.o

すものではありま

の正確性、完全性

資見直しの機運）

資金額が少な

欲を下げさせ

いる。しかし、ベ

する企業向け

際、日系企業

思われる。 

行うとなると、

本人が仕事を

ナム人が時間

いが職場に様

時は、他方の

共に活動する

、中国や韓国

インフラ整備

系企業にとっ

3 回ほど4発

本人投資家

から国家間の

出への課題を

戸大学 経済

or.jp, 06-6

ません。 
性を保証するも

、3 回目：2010 年

3

ない中小企業

せるであろう。

ベトナムの部

けの優遇税制

業は 3－5 社

考え方が一

を重視しすぎ

を守らない、

様々な困難を

の考え方を理

ることにより両

国より外交関

備が進んでい

って、最も魅

発生してきた。

にとってまだ

の戦略的なパ

を解決する上

済学研究科,

6441-5750＞

ものではありま

年から現在 

 

3 

業

 

部

制

社

一

ぎ

を

理

両

関

い

魅

だ

パ

上

 

 

 


